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平成25年度中間決算サマリー平成25年度中間決算サマリー

▲9

165

170
（金額単位：億円 単位未満切り捨て）【単体ﾍﾞｰｽ】

（億円）

コア業務粗利益の主な増減要因

平成24年度中間
実　　　績

平成25年度中間
実　　　績

増減

業務粗利益 195 176 △ 18
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うち資金利益 149 144 △ 5

うち役務利益 18 18 0

うち国債等債券損益 ① 28 14 △ 14

コア業務粗利益　（　業務粗利益　-　①　） 166 162 △ 4

経費 131 129 △ 1
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経費 131 129 △ 1

うち人件費 64 62 △ 2

うち物件費 61 61 0

コア業務純益 35 32 △ 2

一般貸倒引当金繰入額 ② 5 △ 1 △ 6

個別貸倒引当金繰入が前年同期比25億円増加したこ
とを主因として信用コストは前年同期比21億円増加。

信用コスト17億円 前年同期比+21億円

般貸倒引当 繰入額 ② 5   6

業務純益 58 48 △ 9

臨時損益 △ 26 △ 17 9

うち株式等損益 ③ △ 35 2 38

うち不良債権処理額 ④ △ 5 20 25

有価証券関連損益 前年同期比+23億円

24年中間 25年中間 前年同期比
国債等債券損益     ① 28 14 ▲ 14

売却益 26 14 ▲ 12
償還益 3 - ▲ 3
売却損 1 0 ▲ 0

うち偶発損失引当金戻入益等 ⑤ 2 0 △ 2

うち償却債権取立益 ⑥ 1 0 △ 0

経常利益 31 31 △ 0

特別損益 △0 △0 0

税引前中間純利益 30 30 △ 0

中間純利益15億円 前年同期比+8億円

売却損  
株式等損益　　　　　 ② ▲ 35 2 38

売却益 - 4 4
売却損 4 0 ▲ 4
償却 30 1 ▲ 28

①　+　② ▲ 6 17 23

税引前中間純利益 30 30 △ 0

法人税等 23 14 △ 8

中間純利益 7 15 8

（信用コスト）　　　　　　　　　    ②+④-⑤-⑥ （△3） (17) (21)

（有価証券関連損益） ①+③ （△6） (17) (23)

コア業務純益が減少した一方、法人税等の減少により
中間純利益は前年同期比8億円増加。

中間純利益15億円 前年同期比+8億円
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（有価証券関連損益）　　　 　  ①+③ （△6） (17) (23)

コアOHR 79.0% 79.8% 0.8%



預金・個人預り資産の状況預金・個人預り資産の状況

25 000

総預金（含む譲渡性預金）平残推移 個人預金+個人預り資産残高推移

（金額単位：億円） （金額単位：億円）
前年比

前年比

+4.5% +1,013

2,863
16,756
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18,480

18,000

20,000

2,314 2,467
2,632 2,522

2,71021,272
21,775

22,411 22,551
23,565

20,000

25,000

その他

+3.0%+1.8%

+553

+68

+7.5% +188
+1.4%

+8.0%

+2.4%

+6.6%

+1.9%

+2.9%

+6.7%

+3.1%+0.6%

▲4.2%

+1.9%

2,304 2,598 2,621 2,795
2,863

14,000

16,000

4,401 4,559 4,722 4,839
5,199

15,000

,

法人預金

個人預り
資産

+7.4% +360
▲2.4% +3.6% +3.6% +2.5%

15 6168,000

10,000

12,000

10,000

個人預金

個人預金

+485
3 1% 465

14,451 14,662 14,970 15,131 15,616

4,000

6,000

,

14,556 14,748 15,056 15,189 15,654

5,000

個人預金+3.1% +465
+1.6% +1.3% +2.1% +0.9%

0

2,000

H21年9月 H22年9月 H23年9月 H24年9月 H25年9月

0

21年中間 22年中間 23年中間 24年中間 25年中間21年中間 22年中間 23年中間 24年中間 25年中間

※ﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は年間伸率
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貸出金の状況貸出金の状況

12 848 12,988
13,25114,000

貸出金平残推移
（金額単位：億円）

前年比

▲2 2% +2 9%1 0%
+2.0% +262億円

うち県内貸出金
+2 7%

1,844 2,423 2,471
2,452

2,402

12,723 12,848 12,620
12,988

12,000

地公体向け等

▲0.8%
+12.9% 

▲2.2% +2.9%

+31.4%

+1.0%

+2.0%

▲1.8%

▲2.0% ▲49億円

2.0% 262億円 +2.7% 
+265億円

3,524
3,374 3,257

3,271
3,315

8,000

10,000
個人ローン

+0.4%
▲2.4% 

▲4.3% ▲3.5%
+1.4% +44億円

6,000
事業性

7,353 7,049 6,891 7,264 7,532

2,000

4,000

+5.4%▲5.3% 
▲4.1% ▲2.2%

+3.7% +268億円

事業性貸出金
【県内】+3.2% 

0

21年中間 22年中間 23年中間 24年中間 25年中間

+144億円
【県外】+4.4% 

+124億円

※ ﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は年間伸率
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個人顧客基盤の状況個人顧客基盤の状況

長崎県内における年金・給与振込指定口座の推移

（単位：千人）

長崎県内における個人預金シェアの推移

216 215 215 217 218

190

220

250
給与

132 136 140 144 145

130

160

190

年金

顧客基盤の更なる拡大に向けサービスを強化

100

H22/3末 H23/3末 H24/3末 H25/3末 H25/9末

長崎県内における取引シェア

※日本銀行「都道府県別預金（国内銀行）」を基に算出

給与振込 年金振込 ＡＴＭコーナー営業時間の全面的な拡大
・長崎県内のＡＴＭコーナー138ヵ所の営業時間を土日・祝
日を含めて原則「ＡＭ8：00～ＰＭ9：00」へ拡大（平成25年11日を含めて原則 ＡＭ8：00 ＰＭ9：00」 拡大（平成25年11
月末完了予定）
⇒コンビニＡＴＭとの提携と併せ、顧客利便性を向上

コンビニＡＴＭ提携先

39.0% 38.5%

※就業構造基本調査 H24年10月 559千人をベースに算出 ※H24年10月現在の65歳以上人口377千人ベースに算出

４

セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、デイリーヤマザキ他



信用コスト・不良債権の状況信用コスト・不良債権の状況

5.62% 6%

1,600

1,800（金額単位：億円）

信用コスト推移信用コスト推移

※実態ﾍﾞｰｽ

不良債権残高の状況不良債権残高の状況

（金額単位：億円）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

4.39%

3.70%
3.99% 4.02%

4.24%

3%

4%

5%

1,000

1,200

1,400

要管理債権
危険債権
破産更生債権等
金融再生法開示債権比率【右軸】

予　　想 中間実績

▲ 23 ▲ 43 13 7 19 17

▲ 57 ▲ 63 ▲0 8 ▲ 2 ▲ 1

39 25 18 7 21 20

個別貸倒引当金繰入額 19 14 15 4 20

信用コスト

一般貸倒引当金繰入額

不良債権処理額

383

358
298 292 273 288

160

115
87 154 197 221

744

571

477
527 545 573

1%

2%

200

400

600

800
個別貸倒引当金繰入額 19 14 15 4 20

債権売却損 1 ▲ 1 - 0 ▲ 0

偶発損失引当金繰入額 5 5 2 - -

貸出金償却等 13 7 1 1 0

5 5 5 7 1償却債権取立益/偶発損失引当金戻入益

信 率 信 貸出金 残

120

200
98 91 80 73 62 0%0

H21/3末 H22/3末 H23/3末 H24/3末 H25/3末 H25/9末

※部分直接償却実施後

平成25年度中間期の信用コスト

倒産件数（当行事業性与信先）○ 一般貸倒引当金繰入額
正常先の予想損失率低下等を要因として1億円の戻入。

（単位：件数）

- - 0.10% 0.06% 0.14% 0.26%信用ｺｽﾄ率　（信用ｺｽﾄ/貸出金平残）

105

59

80

100

120正常先の予想損失率低下等を要因として1億円の戻入。

【引当金増減】
正常先 ① ▲1億円
その他要注意先 ② ＋1億円
要管理先 ③ ＋0億円
DCF/DDS先 ④ ▲1億円 59

37
30 26

1020

40

60
DCF/DDS先 ④ ▲1億円
ネット ①+②+③+④ ▲1億円

○ 不良債権処理額
破綻懸念先以下へ大口先のランクダウンの発生を主因として
個別貸倒引当金繰入額が増加

0

Ｈ20年度Ｈ21年度Ｈ22年度Ｈ23年度Ｈ24年度 Ｈ25/上

5

※倒産定義：法的破綻及び取引停止処分

個別貸倒引当金繰入額が増加。



有価証券の状況

有価証券投資状況有価証券投資状況 その他有価証券評価損益推移その他有価証券評価損益推移

（金額単位：億円）

H25/3末 H25/9末

残高 10,870億円 残高 10,603億円
合計

2%
1% 8%

2%

1% 9%

残高 10,870億円 ,

社債

株式

投資信託等
外国証券 投信等

外国証券

株式

債

外国証券

投資信託等

株式

社債

56%

14%

19%
54%

15%

19%国債

地方債

国内債券
国債

社債

地方債

外貨建債券の状況外貨建債券の状況 その他有価証券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ推移その他有価証券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ推移

※参考 H25/9末 H25/3末比
日経平均株価 14,455円 ＋2,058円
10年国債利回り 0.686% ＋0.135%

（単位：年）（金額単位：億円）

建債建債

3.77 

2.45 3.00 

3.50 

4.00 

Ｈ25/3末残高 Ｈ25/9末残高 増減

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

邦貨修正ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ

外貨修正ﾃﾞ ﾚ ｼｮﾝ

US＄ 631 726 95

EUR＄ 60 92 32

６

0.00 

0.50 

22/3末 23/3末 24/3末 25/3末 25/9末

外貨修正ﾃ ｭﾚｰｼｮﾝ
合　計 691 817 127



自己資本の状況自己資本の状況
（金額単位 億 ）

13 48% 13 65% 13 61%

（金額単位：億円）

自己資本比率

10.80%
12.11%

13.48% 13.65% 13.61%
12.21%

10 53% 10 71% 10 72% 10.82%

ＴｉｅｒⅠ比率

1 271 1,324 1,337 1,364

8.10%
9.27%

10.53% 10.71% 10.72%
H26/3からの新自己資本規制を踏まえ

劣後債務（ＴｉｅｒⅡ）150億円を期限前償還。
基本的項目であるTierⅠは着実に増加し
ＴｉｅｒⅠ比率は上昇。

自己資本額

308 298
289 288 289

139

1,231 1,271 ,
1,225

ＴｉｅｒⅡ

ＴｉｅｒⅠ

H25/3末 H25/9末
資本金 244 244
剰余金等 831 842

ＴｉｅｒⅠ 1,075 1,086
一般貸倒引当金 62 62
土地の再評価額差額 76 76

923 973 1,035 1,049 1,075 1,086

H26/3より適用される新自己資本比
率規制（国内基準）ベースによる試算

ＴｉｅｒⅠ 劣後債/ローン 150 -
ＴｉｅｒⅡ 289 139
自己資本 1,364 1,225

H21/3末 H22/3末 H23/3末 H24/3末 H25/3末 H25/9末

10,029リスクアセット 1,1393 10,494 9,825 9,795 10,024 現行基準 新基準

H25/9

自己資本比率
コア資本比率

試算※

連結 12 38% 11％程度

７

連結 12.38% 11％程度

※経過措置考慮せず



平成２５年度業績予想平成２５年度業績予想

平成24年度
実　　　績

平成25年度
予　　　想

増減

（金額単位：億円）

資金利益の主な増減要因

コア業務粗利益 332 323 △ 9

うち資金利益 295 283 △ 12

うち役務利益 38 38 0

資 利 増減要因
・貸出金利息 平残要因 +5億円

利回要因▲16億円
・預金等利息 平残要因 ＋0億円

利回要因 ▲0億円
・有価証券利息/配当金

平残要因 +5億円うち役務利益 38 38 0

経費 257 253 △ 4

うち人件費 127 124 △ 3

平残要因 +5億円
利回要因 ▲6億円

うち物件費 117 117 0

コア業務純益 75 70 △ 5

経常利益 68 68 0

当期純利益 37 45 8

信用コスト 7 19 12

８



配当政策配当政策

【安定配当部分】 年間1株当たり6円
＋α業績連動

業績連動配当＜ 配 当 方 針 ＞

【業績連動部分】
安定配当と業績連動配当を合わせた配当性向は２５％程度を目処と考えますが、
各期の具体的な業績連動部分の配当金については、その時々の経済情勢、財務
状況等を勘案し、各期の業績が明らかになった時点で決定いたします。 6円

＋α

安定配当

配当 配当性向
25%程度
を目処

平成２１年度
実 績

平成２２年度
実 績

平成２３年度
実 績

平成２４年度
実 績

平成２５年度
予 想

中間配当金 ２円５０銭 ３円００銭 ３円００銭 ３円００銭 ３円００銭

期末配当金 ４円５０銭 ５円００銭 ３円００銭 ３円００銭 ３円００銭

年間配当金 ７円００銭 ８円００銭 ６円００銭 ６円００銭 ６円００銭

（うち業績連動 当） （２円００銭） （２円００銭） （ ） （ ） （ ）（うち業績連動配当） （２円００銭） （２円００銭） （ － ） （ － ） （ － ）

一株当たり
当期純利益 ３３円４２銭 ３９円６４銭 １６円９７銭 ２１円４０銭 ２５円９４銭

配当性向 ２０.９％ ２０.１％ ３５．３％ ２８．０％ ２３.１％
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本資料には 将来の業績に関わる記述が含まれています こうした記述は本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、

将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は 経営環境の変化などにより 目標対比異なる可能性があるこ将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があるこ

とにご留意ください。


